
登記事項 概要記録

個別 一括 概要証明書 事項証明書

誰でも可 誰でも可

全国の商業登記所
又は不動産登記所

○ ○ ○ ○

本店（主たる事務所） ○ ○ ○

商号（名称） ○ ○ ○ 譲渡人会社

会社法人等番号 【任意】 ○ ○ ○ ごとに編成

取扱店 【任意】 ○ ○ ○ されている。

日本における営業所等 ○ ○ ○

住所・本店（主たる事務所） ○ ○ ○ ○

氏名・商号（名称） ○ ○ ○ ○

会社法人等番号 【任意】 ○ ○ ○

取扱店 【任意】 ○ ○ ○

日本における営業所等 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
【債務者特定の既発生債権

のみの譲渡の場合】 ○ ○ ○

【質権設定登記の場合】 ○ ○ ○

○ ○ ○

 【任意】 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

登記の時刻 ○ ○ ○

○ ○

    【任意】 ○ ○

住所・本店（主たる事務所） ○ ○注意

氏名・商号（名称） ○ ○注意

会社法人等番号　　　　　　　　                   【任意】 ○ ○注意

取扱店　　　　　　　　　　　　　                     【任意】 ○

住所・本店（主たる事務所） ○ ○注意 　

氏名・商号（名称） ○ ○注意 　

会社法人等番号　　　　　　　　                   【任意】 ○ ○注意 　

取扱店　　　　　　　　　　　　　              　     【任意】 ○

○ ○

【任意】 ○

○ ○

○ ○

 【条件付必須】 ○ ○

【債務者特定の既発生債権の場合】 ○ ○

【債務者特定の既発生債権の場合】 ○ ○

 【任意】 ○

  【任意】 ○

  【任意】 ○

※【　】内は，登記申請時に作成する申請データにおける記録条件。

弁済期の定め　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    

登記事項証明書

譲渡人

譲受人

当事者，利害関係人等のみ

登記の目的

　     債権譲渡登記証明事項

債権譲渡登記所
(東京法務局民事行政部債権登録課）

登記の年月日

原債権者

外貨建債権の表示（ドル貨等）　　　　　　　　　　　　　　    

備考（債権を特定するために有益な事項）

債権の種類

契約年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  

債権の発生年月日（始期）

債権の発生年月日（終期）

発生時債権額

譲渡時債権額           　　　　　　　　    

債権の発生原因                                          

登記原因日付

債権通番

登記の存続期間の満了年月日

備考（債権譲渡を特定するために有益な事項）

債務者

登記原因（契約の名称）

債権の総額

被担保債権額　　　　　　　　　　　　　　　

債権の管理番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      

登記番号

注意！ 
原債権者が複数の場合には， 
１名のみ表示され， 
それ以外の原債権者は， 
「ほか○名」と表示される。 

証明書の種類 

請求権者 

請求先 

注意！ 
債務者が複数の場合には， 
１名のみ表示され， 
それ以外の債務者は， 
「ほか○名」と表示される。 


